
【基本目標１】　新しい人の流れづくり 　 　

 
（ア）住みたい・働きたい「とくしま回帰」の加速

　①移住交流の推進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

1 1-ｱ-1 P1

1-2-1 P76 推進 → → → → 推進 → → → →

850人 1,600人

　②多様な人材環流
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

2
1-ｱ-2
3-ｲ

P2
P19

1-ｱ-2
3-ｲ

P2
P19

1-3-4 P86 実施 → → → →

36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0% 36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0%

15件 15件 15件

改善見直しの理由及び概要 部局

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

■　プロフェッショナル人材戦略拠点における
　　成約件数：15件（ー）

■　とくしまジョブステーション等を活用した
　　就職率：40.0%（35.1%）

■　とくしまジョブステーションに相談のあった
　　求職者の就職率：40.0%（35.1%

番号

行動計画
該当箇所

戦略該当箇所
（ＡＰ）

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

○移住者数
　　㉕８０人→㉛８５０人

○移住者数
　　㉕８０人→㉛１，６００人

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●「とくしま回帰」を加速するため、「とくしま移住交
流促進センター」や「住んでみんで徳島で！移住相談セ
ンター」に「移住コンシェルジュ」を配置し、移住に関
するきめ細かな相談対応を行うとともに、「移住ポータ
ルサイト」による情報発信を推進します。
 また、移住希望者に本県の魅力を実感していただけ
る、移住体験ツアーを実施します。＜政策＞

●「とくしま回帰」を加速するため、「とくしま移住交
流促進センター」や「住んでみんで徳島で！移住相談セ
ンター」に「移住コンシェルジュ」を配置し、移住に関
するきめ細かな相談対応を行うとともに、ホームページ
やＳＮＳを活用した効果的な情報発信を推進します。
 また、移住希望者に本県の魅力を実感していただけ
る、移住体験ツアーを実施します。＜政策＞

　平成29年度上半期の県外からの移住者数は605人であ
り、平成29年度の実績値が、平成31年度の目標値を上
回ると見込まれることから、成果・効果の更なる向上
を目指すため、移住者数の目標数値について上方修正
する。

政策

■　移住者数：850人（80人） ■　移住者数：1,600人（80人）

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

商工

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

○とくしまジョブステーションを活用した就職率
　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

○とくしまジョブステーションに相談のあった
　求職者の就職率
　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

○プロフェッショナル人材戦略拠点における
　成約件数
　　㉕－→㉙～㉛年間１５件

　これまで就職率の算定にあたり、電話相談者や直接
訪問による相談者のみならず、求職データを閲覧した
のみの方も算定対象とするなど、算定基準が不明確で
あったため、見直しを行うものである。

●雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくし
まジョブステーション」等について、併設ハローワーク
との連携を更に強化し、取組内容を積極的にＰＲすると
ともに、セミナーや職業相談によるきめ細やかな相談対
応、企業情報や就職関連情報の発信に努め、若年者、中
高年齢者、ＵＩＪターン希望者等を中心とした大都市圏
からの就業を促進します。
　また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地
域金融機関や民間人材サービス事業者等との連携を図
り、企業のニーズに応じた優秀な人材の確保に努めま
す。＜商工＞

－ 1 －



【基本目標１】　新しい人の流れづくり 　 　

 
（イ）「とくしま回帰」を呼び込む拠点機能の強化

　②政府関係機関の地方移転を推進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

3 1-ｲ-2 P3

1-3-1 P82 提案 推進 → → → 提案 推進 → → →

4
1-ｲ-2
4-ｴ-2

P3
P31

5
1-ｲ-2
4-ｴ-2

P3
P31

3-5-3 P140 推進 → → → 推進 → → → →

24市町村

新規 30団体 40団体

　③サテライトオフィスのさらなる展開
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

6 1-ｲ-3 P4

1-ｲ-3 P4

1-1-1 P70 推進 → → → →

3事例 13事例 16事例 19事例 22事例 3事例 13事例 16事例 26事例 30事例

半数 半数

政策

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

部局

■　集落再生につながる取組みの
　　創出事例数（５か年の累計）：22事例（ー）

■　集落再生につながる取組みの
　　創出事例数（５か年の累計）：30事例（ー）

■　サテライトオフィス進出地域の拡大：
　　市町村の半数（４市町）

●地域の資源や個性を活かした「魅力ある地域づくり」
を推進するため、地域づくりを支える人材育成や古民
家・遊休施設を活用したサテライトオフィスの取組みを
支援します。＜政策＞ 　集落再生につながる取組みの創出事例数について、

平成28年度実績が目標値を上回っていることから、取
組みの更なる創出を目指し、目標数値を上方修正す
る。

○集落再生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　㉕－→㉛２２事例

○集落再生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛３０事例

○サテライトオフィス進出地域の拡大（累計）
　　㉕４市町村→㉚市町村の半数

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

部局

■　政府関係機関の本県への誘致：H27提案

　平成29年7月24日に「消費者行政新未来創造オフィ
ス」が開設されたことを踏まえた取組内容に改善見直
しを行う。

危機
政策

○政府関係機関の本県への誘致
　　㉗提案

●東京一極集中を是正し、徳島への「ひと」の流れを加
速するため、平成29年度に設置予定の「消費者行政新未
来創造オフィス」の運営を支援するとともに、消費者
庁、消費者委員会、国民生活センターの徳島への移転に
向けた「挙県一致での取組み」を推進します。
＜危機・政策＞

●東京一極集中を是正し、徳島への「ひと」の流れを加
速するため、平成29年7月24日に設置された「消費者行
政新未来創造オフィス」の運営を支援するとともに、関
係機関とネットワークを構築し、「新次元の消費者行
政・消費者教育」を展開、その成果を全国へ発信するこ
とにより、消費者庁、消費者委員会、国民生活センター
の徳島への移転に向けた「挙県一致での取組み」を推進
します。＜危機・政策＞

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■　「消費生活センター」設置市町村数：
　　２４市町村（９市町）

■　とくしま「消費者教育人材バンク」登録実施
　　団体数：40団体（ー）

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費
者教育の拠点としての機能強化を図ります。さらに、消
費者が身近な市町村窓口において、気軽に相談できるよ
うにするため、市町村の消費生活相談体制の支援を推進
します。＜危機＞

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費
者教育の拠点としての機能強化を図ります。さらに、消
費者が身近な市町村窓口において、気軽に相談できるよ
うにするため、市町村の消費生活相談体制の支援を推進
するとともに、ライフステージに応じ、消費者として必
要な知識が体得できるよう、消費者教育の充実を図りま
す。＜危機＞

　県政運営評価戦略会議において、「消費者庁誘致の
関連施策は、特に他の都道府県との比較を意識して、
『徳島は、はるかに進んでいる』と言われる目標を掲
げて、しっかり取り組んで欲しい」とのご意見をいた
だいているが、消費者庁等の「消費者行政新未来創造
オフィス」開設に合わせて設立した「とくしま『消費
者教育人材バンク』」は、学校や地域の要望に応じ、
分野毎に専門講師を派遣する全国に先駆けた取り組み
であり、これを加速させ、更なる消費者教育の充実を
図るため数値目標を設定する。

危機

○「消費生活センター」設置市町村数
　　㉕９市町村→㉙２４市町村

○とくしま「消費者教育人材バンク」登録実施
　団体数
　　㉕－→㉛４０団体

－ 2 －



【基本目標１】　新しい人の流れづくり 　 　

（ウ）若者の「とくしま回帰」を生み出す大学等の活性化

　②若者の地元定着促進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ
け

該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

1-ｳ-2 P5

7 1-ｳ-2 P5

1-2-1 P77 推進 → → → → 推進 → → → → 政策

■　県内大学生等の県内就職率：50.0%以上（44.5%）

■　奨学金返還支援制度（全国枠）の
　　助成候補者認定数：100人（ー）

●若者の地元定着を促進するとともに、産業人材の確保
による雇用創出を図るため、経済団体や企業等と連携し
て、大学生等を対象とした「徳島県奨学金返還支援制
度」を創設し、県内企業に一定期間就業した学生の奨学
金の返還を支援します。＜政策＞

●若者の地元定着を促進するとともに、産業人材の確保
による雇用創出を図るため、経済団体や企業等と連携し
て、大学生等を対象とした「徳島県奨学金返還支援制
度」を創設し、県内事業所に一定期間就業した学生の奨
学金の返還を支援します。＜政策＞

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

－ 3 －



【基本目標２】　地域における仕事づくり 　 　

 
（ア）地域産業の未来に向けた競争力の強化

　①「２つの光＋α」がリードする地域イノベーションの加速
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

8 2-ｱ-1 P6

2-1-2 P100 推進 → → → →

24
事業所

28
事業所

32
事業所

36
事業所

40
事業所

24
事業所

28
事業所

32
事業所

41
事業所

45
事業所

9 2-ｱ-1 P7

2-ｱ-1 P7

2-1-1 P99 推進 → → → →

75件 85件 145件 155件 155件 75件 85件 145件 175件 175件

2か国 4か国 6か国 10か国 12か国

商工

○情報通信関連企業（コールセンター、データ
　センター等）の集積数
　　㉕１８事業所→㉛４０事業所

○情報通信関連企業（コールセンター、データ
　センター等）の集積数
　　㉕１８事業所→㉛４５事業所

■　情報通信関連企業（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ等）の
　　集積数：40事業所（18事業所）

■　情報通信関連企業（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ等）の
　　集積数：45事業所（18事業所）

　平成28年度の実績値が平成29年度の目標数値を上
回っており、本県の「情報通信関連企業誘致」の取組
みについて、県内外により一層積極的にアピールして
いくため、情報通信関連企業（コールセンター、デー
タセンター等）の集積数を上方修正する。

■　ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）：155件（52
件）

■　ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）：
　　175件（52件）

■　ＬＥＤ応用製品の海外市場開拓数（累計）：
　　12か国（ー）

●全国屈指の光ブロードバンド環境をはじめとする、本
県の強みを最大限に活かし、地域経済の活性化を図るた
め、コールセンター等の情報通信関連企業の誘致を推進
します。＜商工＞

●「ワールドステージ行動計画」に基づきＬＥＤ関連企
業の開発・生産、ブランド化、販路開拓などを支援し、
ＬＥＤ産業クラスターの形成を推進します。
＜商工・警察＞

　平成29年度の実績が数値目標を大きく上回る見込み
のため、平成30年度のLED新製品開発支援件数を上方修
正する。

商工
警察

○ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）
　　㉕５２件→㉚１５５件

○ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）
　　　㉕５２件→㉚１７５件

○ＬＥＤ応用製品の海外市場開拓数（累計）
　　㉕－→㉛１２か国

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

－ 4 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

　②企業の成長ステージに応じた切れ目のない支援
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

10 2-ｱ-2 P7

2-2-1 P101 推進 → → → → 推進 → → → →

3.1億円 3.5億円 3.9億円 4.4億円 4.8億円

11 2-ｱ-2 P7

1-3-2
(6-1-
1)

P83 実施 → → → → 実施 → → → →

158億円 162億円 166億円 170億円 175億円

106社 112社 119社 126社 133社

商工
県内中小企業の海外展開をより一層促進するため、商談会
や海外見本市等ビジネスマッチングの機会を提供する具体
的な取組みを推進する。

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

■　県がサポートする県外・海外商談会及びフェアに
　　おける成約・売上額：4.8億円（2.2億円）

　県産品の売上げ向上に向け、消費者や販売事業者の
ニーズを的確に捉える機会を広げるとともに、各種
フェアの開催や見本市への出展をより積極的に行うな
ど、取組みを推進する。

商工

○県がサポートする県外・海外商談会及びフェア
　における成約・売上額
　　㉕２．２億円→㉛４．８億円

●国内外に向けて本県の物産・観光等の情報発信や物産
の販路拡大を図るため、「体制づくり」、「市場調
査」、「商品開発」、「ブランド化推進」、「販路拡
大・販売促進」を５つの柱とした「とくしま県産品振興
戦略（第２期）」に基づき、戦略的に施策を推進し、県
産品の売り上げ向上を図ります。＜商工＞

●国内外に向けて本県の物産・観光等の情報発信や物産
の販路拡大を図るため、「体制づくり」、「市場調
査」、「商品開発」、「ブランド化推進」、「販路拡
大・販売促進」を５つの柱とした「とくしま県産品振興
戦略（第２期）」に基づき、マーケティング調査や各種
フェアの開催、見本市への出展など戦略的に施策を推進
し、県産品の売り上げ向上に取り組みます。＜商工＞

■　輸出額・輸出企業数：
　　175億円・133社（150億円・95社）

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即
戦力となる人材育成、海外との産業交流の機会の創出等
により、県内企業のグローバル展開を支援します。
＜商工＞

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即
戦力となる人材育成、商談会開催や海外見本市への支援
等を通じたビジネスチャンスの創出により、県内企業の
グローバル展開を支援します。＜商工＞

○徳島県の輸出額
　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　㉕１５０億円→㉛１７５億円

○徳島県の輸出企業数
　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　㉕９５社→㉛１３３社

－ 5 －
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　③もうかる農林水産業の推進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

12 2-ｱ-3 P8

2-4-1 P107 推進 → → → → 推進 → → → →

500ha
(50ha)

1,000ha
(100ha)

1,500ha
(150ha)

2,000ha
(200ha)

2,500ha
(250ha)

13 2-ｱ-3 P8

3-5-1 P138 推進 → → → →

新規 22件 30件 40件

14 2-ｱ-3 P8

2-4-1 P107 推進 → → → → 推進 → → → →

42トン 50トン 59トン 68トン 75トン 42トン 50トン 59トン 76トン 78トン

農林

○県産米輸出数量
　　㉕３４トン→㉛７５トン

○県産米輸出数量
　　㉕３４トン→㉛７８トン

■　県産米輸出数量：75トン（34トン） ■　県産米輸出数量：78トン（34トン）

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に
資するため、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本
条例」を肉付けする基本計画に基づき、「高いブランド
力」などの「強み」を活かした「攻め」の対策と小規模
経営体・産地の維持に向けた「守り」の対策に重点的に
取り組み、農林水産業の成長産業化を目指します。
また、持続可能な水田農業を推進するために、地域の実
情に応じた米づくりや海外を視野に向けた取組みなど、
新たなコメ戦略を進めます。＜農林＞

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に
資するため、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本
条例」を肉付けする基本計画に基づき、「高いブランド
力」などの「強み」を活かした「攻め」の対策と小規模
経営体・産地の維持に向けた「守り」の対策に重点的に
取り組み、農林水産業の成長産業化を目指します。
また、飼料用米についてより一層の面積拡大に取り組む
とともに、酒米をはじめ地域の実情に応じた米づくりや
輸出の拡大に向けた取組みなど、新たなコメ戦略により
持続可能な水田農業を推進します。＜農林＞

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

■　「農地中間管理機構」等を活用した
　　農地集積面積（累計）：2,500㏊（ー）

●「農地中間管理機構」を活用した「徳島版・農地集積
モデル」を構築し、担い手への農地の集積を図ります。
＜農林＞

●「農地中間管理機構」を活用した「徳島版・農地集積
モデル」を構築するとともに、農業委員会に設置された
「農地利用最適化推進委員」との連携強化や農業者の手
続きを支援する機構の「現地推進員」の増員支援などを
行い、担い手への農地の集積を図ります。＜農林＞

　県政運営評価戦略会議において、「農地の貸し手と
借り手のマッチングについて、きめ細やかな対応をし
てはどうか」との意見をいただいているため、目標達
成に向け、引き続き機構を活用するメリットについて
農業者等に啓発するとともに、本年度、農業委員会に
設置された「農地利用最適化推進委員」との連携強
化、ニーズの掘り起こしや農業者の手続きを支援する
機構の「現地推進員」の増員支援などを行い、機構を
通じた担い手への農地集積を加速化するため、見直し
を行う。

■　農水省ＧＡＰガイドライン準拠以上の認定件数
　　（累計）：40件（14件）

●安全で安心な農産物の供給のため、農産物の安全、環
境保全、労働安全について適正管理を行い、農林水産省
のＧＡＰガイドラインに完全準拠した「とくしま安²Ｇ
ＡＰ認証制度（優秀認定）」等の取得を推進します。
＜農林＞

　農水省ＧＡＰガイドライン準拠以上の認定件数（累
計）
　2020年東京オリンピック・パラリンピックの食材調
達について、農畜産物では、一定レベル以上のＧＡＰ
であることが要件となっている。このＧＡＰに対する
需要は、大会の食材供給にとどまらず、大会以降もレ
ガシーとして食品業界全体で一層高まると見込まれる
ことから、農水省ＧＡＰガイドラインに準拠した認証
制度等を推進するよう見直す。

農林

○「農地中間管理機構」等を活用した
　農地集積面積（累計）
　　㉕－→㉛２，５００ha
　　　　　　（うち新規就農者２５０ha）

農林

○農水省ＧＡＰガイドライン準拠以上の認定件数
　（累計）　㉕１４件→㉛４０件

　目標達成に向け、産地の体質強化や六次産業化によ
る高付加価値化や販売促進を支援する。飼料用米につ
いては、主食用米の需給バランス保持や県内畜産農家
の要望に対応するために重要な品目であり、今後とも
市町村、JA等の各関係機関との連携のもと、多収品種
の導入促進による生産コストの低減や、地域内流通の
更なる強化による、飼料用米の定着と畜産農家への安
定供給を図るとともに、主食用米の価格上昇に対応し
た支援措置を講じる必要があるため、見直しをする。
また、
○県産米輸出数量
　平成29年度の実績見込みが目標値を上回ると推測さ
れるため、成果・効果の更なる向上を目指し、目標値
の上方修正する。

－ 6 －
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総合戦略の
み

総合戦略の
み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

15 2-ｱ-3 P9

16 2-ｱ-3 P9

17 2-ｱ-3 P9

18 2-ｱ-3 P9

19 2-ｱ-3 P9

2-4-3 P110 推進 → → → → 推進 → → → →

230
万羽

250
万羽

280
万羽

300
万羽

300
万羽

300頭 600頭 900頭 1,200頭 1,500頭

2,150頭 2,400頭 2,800頭 2,850頭 2,900頭

新規
育成
開始

30頭

7施設 8施設 9施設 10施設 11施設

○県有和牛雄牛を用いた人工授精頭数
　　㉕－→㉛３０頭

農林

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）
　　㉕５施設→㉛１１施設

○「阿波尾鶏」出荷羽数
　　㉕１９５万羽→㉚３００万羽

○「阿波とん豚」出荷頭数
　　㉕６１頭→㉛１，５００頭

○「阿波牛」出荷頭数
　　㉕２，１００頭→㉛２，９００頭

●畜水産物の生産の効率化や規模拡大を図るとともに、
グローバル化に向けた「攻めの畜産」を展開するため、
一歩先行くプレミアム化や経営転換の推進、「阿波尾
鶏」をはじめとする畜産ブランドの加工品開発など、競
争力強化を推進します。
また、すだち・なると金時など本県を代表する品目につ
いて、個別課題解決戦略によるレベルアップ等を図り、
「日本のトップブランド」実現に向けた取組みを推進し
ます。＜農林＞

●畜水産物について、スマート鶏舎（レンタル式）等へ
の再整備による生産の効率化や新規生産農場の指定等規
模拡大を図るとともに、グローバル化に向け、ＧＡＰ・
ＨＡＣＣＰの認証取得など「攻めの畜産」を展開するた
め、一歩先行くプレミアム化や経営転換の推進、「阿波
尾鶏」をはじめとする畜産ブランドの加工品開発など、
競争力強化を推進します。
また、すだち・なると金時など本県を代表する品目につ
いて、東京・渋谷で開設する「TurnTable」や「新型Ｐ
Ｒ車両」などによる首都圏や関西圏でのＰＲ活動による
レベルアップ等を図り、「日本のトップブランド」実現
に向けた取組みを推進します。＜農林＞

■　「阿波とん豚」出荷頭数：1,500頭（61頭）

■　「阿波牛」出荷頭数：2,900頭（2,100頭）

■　水産物出荷・流通体制施設等の整備：
　　11施設（５施設）

■　県有和牛雄牛を用いた人工授精頭数：30頭（ー）

■　「阿波尾鶏」出荷羽数：300万羽（195万羽）

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

　「阿波尾鶏」をはじめとする畜水産物のさらなる需
要拡大に向け、「2020東京オリ・パラ」を見据え、Ｇ
ＡＰ・ＨＡＣＣＰの認証取得を活かした、国内外から
「選ばれるブランド」を目指す。
また、「TurnTable」や「新鮮なっ！とくしま」号、
「新型ＰＲ車両」、「地域商社阿波ふうど」によりブ
ランド力を強化するよう見直す。
○リーディング品目の認知度
　「TurnTable」を拠点とし，本県の「食やライフスタ
イル」の魅力を強力に発信、「新鮮なっ！とくしま」
号に加え「新型ＰＲ車両」、「地域商社阿波ふうど」
による首都圏や関西圏での展示会やフェアへの出展な
どこれまで以上のPR活動の取組みについて追加する。
○｢阿波尾鶏」出荷羽数
　目標達成に向けて、これまでの取組みに加え、老朽
化した鶏舎のリニューアル整備やＧＡＰ・ＨＡＣＣＰ
の認証取得などに取り組み、国内外から選ばれるブラ
ンドを目指すための取組を追加する。
○「阿波とん豚」出荷頭数
　目標達成に向けて、これまでの施設整備や繁殖基盤
の強化に加え、効率的繁殖技術の確立や新規生産農場
の指定などの生産性向上等の取組み、美味しさのＰＲ
や流通販売システムの確立とトレサ体制の強化などに
取り組み、大消費地での販路開拓のための取組みを追
加する。
○県有和牛雄牛を用いた人工授精頭数
　牛の肉質の向上や増体を図るため、県において種雄
牛を造りだし、高い能力を有する精液や受精卵を県内
生産者に必要数を安定的に供給する取組を追加する。

－ 7 －
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総合戦略の
み

総合戦略の
み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

20 2-ｱ-3 P9

21 2-ｱ-3 P9

2-4-4
(2-3-

3)
P111 推進 → → → → 推進 → → → →

10台 15台 20台

新規 50件 55件 60件 65件 71件

22 2-ｱ-3 P9

2-4-1 P107 推進 → → → → 推進 → → → →

(2-4-
6

33万㎥ 36万㎥ 39万㎥ 42万㎥ 45万㎥

23 2-ｱ-3 P10

2-4-2 P109 推進 → →

新
規

0.3
億円

1.9
億円

2.0
億円

農林

●「とくしま特選ブランド」など本県の優れた農畜水産
物や６次化商品について、日本のトップブランドとして
アピール力を高めるため、情報発信力が高い首都圏にお
いて、メディア、飲食、食品企業関係者へのプロモー
ションと発信の拠点として、「Turn Table(ｖｓ東京
「とくしまブランドギャラリー」)」を創設し、売上額
増加に向けた取組みを推進します。＜農林＞

部局

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

●大学や民間企業との連携を強化し、研究施設の機能強
化を図ることにより、本県農林水産業を支える新技術の
開発を推進するとともに、新技術導入促進に向けた情報
収集、実演会をはじめ情報提供により、現場への速やか
な普及を図ります。＜農林＞

　平成30年2月に「Turn Table(ｖｓ東京「とくしまブ
ランドギャラリー」）」のオープンに伴い，目標が達
成されることから，「販売総売上額」を新たな数値目
標として追加する。

　引き続き「農業用アシストスーツ」の導入促進に向
けた情報収集、及び農業者に対して実演会の開催やモ
ニターによる試着を行い、利用を促進するとともに、
農作業用のアシスト機具も含めて、軽労働化技術の普
及を図っていくよう見直す。

「徳島発・次世代技術」創造数（累計）
　研究施設の機能強化を図り，新商品，新技術の開発
を促進するため見直す。

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○農業用アシストスーツの現場への導入数（累計）
　　㉕－→㉛２０台

○「徳島発・次世代技術」創造数（累計）
　　　㉕４２件→㉛７１件

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

■　「徳島発・次世代技術」創造数（累計）：
　　　71件（42件）

農林

○「Turn Table(ｖｓ東京「とくしまﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
  ｷﾞｬﾗﾘｰ)」での販売総売上額
　　　㉕－→㉛２．０億円

■　「Turn Table(ｖｓ東京「とくしまﾌﾞﾗﾝﾄﾞｷﾞｬﾗ
     ﾘｰ」)」での販売総売上額：2.0億円（ー）

○県産材の生産量
　　㉕２９万㎥→㉛４５万㎥

■　県産材の生産量：45万㎥（29万㎥）

●年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「新
次元林業プロジェクト」を推進します。＜農林＞

●年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「新
次元林業プロジェクト」において、主伐に対応する「新
林業生産システム」の更なる導入を進め、主伐から再造
林、保育までの「森林サイクル」の確立による県産材の
更なる増産を推進します。＜農林＞

農林

■　農業用アシストスーツの
　　現場への導入数（５か年の累計）：20台（ー）

●大学や民間企業との連携を強化し、本県農林水産業を
支える新技術の開発を推進するとともに、現場への速や
かな普及を図ります。（再掲）＜農林＞

　目標達成に向け、県産材の更なる増産に繋げるよ
う、「森林サイクル」の確立による県産材の増産や、
「林業アカデミー」により林業就業者の確保・育成を
拡大する取組みを行うよう見直す。

－ 8 －
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　④６次産業化・とくしまブランド海外展開の推進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

24 2-ｱ-4 P11

25 2-ｱ-4 P11

2-5-2 P117 推進 → → → →

5.4億円 7.2億円 9.5億円 11億円 14億円 5.4億円 7.2億円 9.5億円 12億円 14億円

13か国 15か国 18か国 20か国 22か国

26 2-ｱ-4 P11

27 2-ｱ-4 P11

2-5-2 P117 推進 → → → → 推進 → → → →

4,750
㎥

6,500
㎥

8,250
㎥

10,000
㎥

11,000
㎥

30戸 50戸 60戸

農林

○「とくしまブランド」輸出相手先国・地域数
　　㉕９か国→㉛２２か国

■　県産木造住宅の輸出戸数（５か年の累計）：
　　60戸（ー）

農林

■　県産材の海外輸出量：11,000㎥（1,760㎥）

●県産材のさらなる販路拡大を目指し、成長著しい東ア
ジアなどへの原木・製品輸出を進めるとともに、構造材
だけでなく床板等の内装材や建具まで、県産木造住宅を
セットで輸出する県産木造住宅の輸出システムを構築
し、県産木造住宅の輸出を促進します。＜農林＞

●県産材のさらなる販路拡大を目指し、成長著しい東ア
ジアなどへの原木や付加価値の高い製品輸出を進めると
ともに、構造材だけでなく壁、床板等の内装材や建具ま
で、集合住宅など輸出相手国の住環境に応じた県産木造
住宅と大工等の技術者をセットで輸出するシステムを構
築し、県産材の輸出を促進します。＜農林＞

■　農林水産物等輸出金額：14.0億円（2.4億円）

■　「とくしまブランド」輸出相手先国・地域数：
　　22か国（9か国）

　順調に輸出が拡大していることから、「とくしま農
林水産物等海外輸出戦略」の戦略目標を見直し、１０
年先を見据えた平成４０年度の新たな高い戦略目標を
設定することとしている。
　この目標の達成に向けて、これまでの「輸出対象
国・地域」及び「輸出品目」の拡大路線から、輸出拡
大のネクストステージとして、有望な国・地域や品目
の「重点化」を図る戦略へシフトする。

○農林水産物等輸出金額
　　㉕２．４億円→㉛１４億円

○農林水産物等輸出金額
　　　㉕２．４億円→㉛１４億円

　目標達成に向け、県産木造住宅の輸出戸数につい
て、東アジアでは、木造住宅に憧れがあるものの、大
工等技術者がいないことから鉄筋・鉄骨コンクリート
造りの住宅、マンションが主流となっている。木材と
技術者をセットで輸出し、現地技術者を育成すること
により、さらなる県産木造住宅の輸出拡大に繋げる。
また、韓国、台湾、シンガポールに設置した県産材
ショールームをＰＲの場として活用し、木造構造物の
普及拡大を図り、より付加価値の高い製品輸出の拡大
を推進するよう見直す。

○県産材の海外輸出量
　　㉕１，７６０㎥→㉛１１，０００㎥

○県産木造住宅の輸出戸数（累計）
　  ㉕－→㉛６０戸

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指
し、「輸出国・地域」と「輸出品目」の新規追加、マー
ケティングサポート体制の整備、輸出型産地形成、産地
間連携の推進・強化などにより、県産農林水産物の輸出
拡大を図ります。＜農林＞

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指
し、「販売ルートの強化」、「新たなマーケットの開
拓」、「物流上の課題への対応」、「輸出に取り組む新
たな人材の発掘・育成」に取り組むことにより、県産農
林水産物等の輸出拡大を図ります。＜農林＞

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要
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【基本目標２】　地域における仕事づくり 　 　

 
（イ）戦略的な観光誘客の推進

　①「訪日外国人4０００万人時代」に向けた取組み
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

28 2-ｲ-1 P13

7-2-1 P205 推進 → → → → 推進 → → → →

(7-2-
2)

260
万人

270
万人

285
万人

300
万人

310
万人

29 2-ｲ-1 P13

30 2-ｲ-1 P13

7-5-2 P217 → 記載 推進 → → → 記載 推進 → →

新
規

２カ寺

商工

○年間の延べ宿泊者数
　　㉕２２６万人→㉛３１０万人

■　「四国八十八箇所霊場と遍路道」の
　　国の世界遺産暫定一覧表への記載：H28記載

●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コン
テンツの整備、効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進
等による「観光目的客の取り込み」、コンベンション誘
致促進による「ビジネス目的客の取り込み」、「東京オ
リンピック・パラリンピック」等を見据えた「『訪日外
国人４０００万人時代』に向けた取組み」を核とする
「徳島県観光振興基本計画（第２期）」に基づく戦略的
な取組みを推進することにより、観光関連事業者との連
携など、官民を挙げた観光誘客を促進します。＜商工＞

●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コン
テンツの整備、効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進
等による「観光目的客の取り込み」、コンベンション誘
致促進による「ビジネス目的客の取り込み」、「東京オ
リンピック・パラリンピック」等を見据えた「『訪日外
国人４０００万人時代』に向けた取組み」を核とする
「徳島県観光振興基本計画（第２期）」に基づく戦略的
な取組みの推進、「阿波とくしま観光の日」の普及啓発
を図るとともに、日本版ＤＭＯ法人等の観光関連事業者
との連携を強化し、地域が一体となって観光誘客を促進
します。＜商工＞

　県内の各地域で日本版ＤＭＯ候補法人の整備を進め
ており、これらの観光関連事業者との連携を強化する
ことが重要であることから修正する。

■　札所寺院の国史跡追加指定に向けた
　　意見具申：２カ寺（ー）

■　年間の延べ宿泊者数：310万人（226万人）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○札所寺院の国史跡追加指定に向けた意見具申
　　㉚２カ寺

　世界遺産登録を目指し、まずは、世界遺産暫定一覧
表への記載に向け、課題である「資産の保護措置」を
推進することとし、これまで遍路道の保護措置を進め
てきたノウハウを活かし、札所寺院においても資産の
保護措置を進めていくこととする。

政策

○国の世界遺産暫定一覧表への記載
　　㉘記載

●「四国八十八箇所霊場と遍路道」は「世界に誇る四国
の財産」であり、この「かけがえのない文化資産」を全
国に、さらには世界へ向けて発信し、人類共有の財産と
して将来の世代へ保存・継承していくため、四国他県や
関係団体と連携して、世界遺産登録を目指した取組みを
加速します。＜政策＞

●「四国八十八箇所霊場と遍路道」は「世界に誇る四国
の財産」であり、この「かけがえのない文化資産」を全
国に、さらには世界へ向けて発信し、人類共有の財産と
して将来の世代へ保存・継承していくため、四国他県や
関係団体と連携して、世界遺産登録を目指した取組みを
加速し、遍路道や札所寺院を国の史跡として指定する
「資産の保護措置」を進め、遍路道の国史跡指定距離の
延伸と、札所寺院については、平成28年度の２カ寺に加
えて、新たな追加指定に向けた取組みを進めます。
＜政策＞

－ 10 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ
け

該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

2-ｲ-1 P13

2-ｲ-1 P13

2-ｲ-1 P13

31 2-ｲ-1 P13

2-ｲ-1 P13

7-1-2 P203 推進 → → → →

5万人 6万人 7万人 8万人 9万人

32 2-ｲ-1 P13

7-1-1 P202 推進 → → → →

新
規

4,500人 4,900人
11,700
人

15,000
人

17,000
人

商工

○県内への外国人延べ宿泊者数
　　㉕３２，３１０人→㉛９０，０００人

■　瀬戸内７県の外国人延べ宿泊数：
　　600万人（120万人）

■　瀬戸内７県の外国人延べ宿泊者数：
　　600万人（120万人）

■　四国４県の外国人延べ宿泊者数：
　　125万人（22万人）

●重点エリアである東アジア・東南アジアに加えて、欧
米も誘客の対象とし、海外と徳島阿波おどり空港間の
チャーター便の誘致をはじめ、関西広域連合・せとうち
観光推進機構・四国ツーリズム創造機構等と連携した広
域観光の推進、徳島の魅力を活かした団体旅行及び個人
旅行、教育旅行、医療観光など多様な外国人観光誘客を
推進します。＜商工＞

■　県内への外国人延べ宿泊者数：
　　９万人（32,310人）

■　関西での外国人延べ宿泊者数：
　　3,700万人（793万人）

■　瀬戸内への来訪意向を持つ人の割合：
　　50.0%（27.9%）

■　「クルーズ来県者数」：17,000人（2,800人）

●観光消費の拡大や地域振興に大きな効果が見込まれる
「大型外国クルーズ客船」の徳島小松島港への初寄港を
実現させるとともに、徳島小松島港への国内外クルーズ
客船の寄港を継続・拡大させるため、広域連携等による
積極的な誘致活動や受入態勢の充実強化に取り組み、ク
ルーズ来県者数の拡大を図ります。＜県土＞

県土

○「クルーズ来県者数」
　　㉕約２，８００人→㉛１７，０００人

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要
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【基本目標２】　地域における仕事づくり 　 　

 
（ウ）地域産業の飛躍を支える人づくり

　①次代を支え未来を拓く産業人材の育成
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

33 2-ｳ-1 P15

6-1-1
(1-3-
2)

P187 実施 → → → → 実施 → → → →

12人 25人 50人 75人 100人

　②地域を支える産業人材の育成
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

P6
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

34 2-ｳ-2 P16

1-3-3 P84 拡大 → → → → 拡大 → → → →

9,300
人

10,600
人

10,900
人

11,300
人

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

　県内中小企業の海外展開をより一層促進するため、商談
会や海外見本市等ビジネスマッチングの機会を提供する具
体的な取組みを推進する。

商工

部局

■　介護保険サービス事業所（居宅）従事者数：
　　11,300人（8,797人）

　介護現場においては、人材の不足が深刻化してお
り、地域包括ケアシステムの構築に向けたサービス基
盤を整備する上で大きな課題となっている。
　県では、介護職員の処遇改善を図るため、処遇改善
加算を拡充するよう政策提言を行ってきた結果、介護
職員1人当たり3万7千円相当の加算の拡充が行われてお
り、今後、より一層当該加算制度の周知と取得促進を
図ることにより、介護現場への新規参入の増加に向け
た取組を推進する。

保健

○介護保険サービス事業所（居宅）従事者数
　　㉕８，７９７人→㉚１１，３００人

●高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの
提供体制を整えるため、介護職員等福祉分野における雇
用の創出を行います。＜保健＞

●高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの
提供体制を整えるため、キャリアアップの仕組みの構築
や職場環境の改善への取組みを評価した介護職員処遇改
善加算の周知と取得促進を図ることにより、介護職員等
福祉分野における更なる雇用の創出を行います。
＜保健＞

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■　県内大学生への留学支援人数
　　（５か年の累計）：100人（ー）

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即
戦力となる人材育成、海外との産業交流の機会の創出等
により、県内企業のグローバル展開を支援します。
＜商工＞

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即
戦力となる人材育成、商談会開催や海外見本市への支援
等を通じたビジネスチャンスの創出により、県内企業の
グローバル展開を支援します。＜商工＞

○県内大学生への留学支援人数（累計）
　　㉕－→㉛１００人

－ 12 －



【基本目標３】　結婚・出産・子育ての環境づくり 　 　

（ア）ライフステージに応じた切れ目ない支援の強化

　①若い世代の結婚の希望をかなえる
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ
け

該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

3-ｱ-1 P17

35 3-ｱ-1 P17

36 3-ｱ-1 P17

1-4-1 P87 推進 → → → →

500人 1,000人 1,500人 2,000人

50組 100組 150組 200組 50組 100組 250組 280組

115社 145社 175社 200社 230社 115社 145社 175社 280社 300社

　②出産・子育てを応援する
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ
け

該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

37 3-ｱ-2 P17

1-4-2 P87 推進 → → → →

保健

○周産期死亡率
　　㉕４．４（出産千対）→㉛減少

■　周産期死亡率：
　　４．４（出生千対）より減少（対H25年度比）

■　周産期死亡率：
　　４．４（出産千対）より減少（対H25年度比）

●地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的
な医療を効果的に提供する、総合的な周産期医療体制を
整備し、安心して子どもを産み育てることができる環境
づくりの推進を図ります。＜保健＞

部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

■　結婚支援拠点が管理する男女の出逢いの場等への
　　参加者数（年間）：2,000人（ー）

■　男女の出逢いの場等における
　　カップル成立数：200組（ー）

■　男女の出逢いの場等における
　　カップル成立数：280組（ー）

■　婚活支援応援企業・団体登録数：230社（ー） ■　婚活支援応援企業・団体登録数：300社（ー）

●結婚したい独身者の希望を叶えるため、結婚支援のた
めの拠点を設置し、ＩＣＴや縁結びボランティアを活用
した、よりきめ細やかな結婚支援を実施します。
＜県民＞

○婚活支援応援企業・団体登録数
　　㉕－→㉛２３０社

○婚活支援応援企業・団体登録数
　　㉕－→㉛３００社

○結婚支援拠点が管理する男女の出逢いの場等
　への参加者数
　　㉕－→㉛年間２，０００人

○男女の出逢いの場等におけるカップル成立数
　　㉕－→㉛２００組

○男女の出逢いの場等におけるカップル成立数
　　㉕－→㉛２８０組

　平成２９年度事業の進捗により、「婚活支援応援企
業・団体登録数」及び「男女の出逢いの場等における
カップル成立数」の実績が目標値を上回る見込みであ
り、平成３０年度においても同様の進捗が想定される
ことから、更なる成果の向上を目指し、目標値を上方
修正する。

県民

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

－ 13 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

　③世代を超え地域で支える子育て社会の実現
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

3-ｱ-3 P18

38 3-ｱ-3 P18

3-ｱ-3 P18

1-4-3 P88 推進 → → → →

30人 15人 0人 0人 0人

30箇所 36箇所 40箇所 42箇所 43箇所 30箇所 36箇所 40箇所 54箇所 61箇所

200人 400人 600人 800人 1,000人

○認定こども園設置数
　　　㉕６箇所→㉛６１箇所

○子育て支援員の認定数（累計）
　　㉕－→㉛１，０００人

●すべての子どもに適切な保育を保障し、質の高い幼児
教育を提供できる環境を整えます。＜県民＞

　平成２９年度「認定こども園設置数」の実績が、目
標値を上回る見込みであり、平成３０年度においても
各市町村の整備計画の支援を推進することから、目標
値を上方修正する。

県民○待機児童の解消
　　㉕４１人→㉙ゼロ

○認定こども園設置数
　　㉕６箇所→㉛４３箇所

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

部局

■　待機児童の解消：H29・0人（41人）

■　認定こども園設置数：43箇所（6箇所） ■　認定こども園設置数：61箇所（6箇所）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

■　子育て支援員の認定数（５か年の累計）：
　　1,000人（ー）

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

－ 14 －



【基本目標３】　結婚・出産・子育ての環境づくり 　 　

 
（イ）若い世代の正規雇用のさらなる拡大

総合戦略の
み

総合戦略の
み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

39
1-ｱ-2
3-ｲ

P2
P19

1-3-4 P86 実施 → → → →

36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0% 36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0%

40 3-ｲ P19

1-3-4 P86 実施 → → → 実施 → → →

23.0% 24.0% 25.0% 26.0% 27.0%

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

商工

○若年者企業面接会等の参加者における就職内定率
　　㉕－→㉛２７．０％

■　とくしまジョブステーション等を活用した
　　就職率：40.0%（35.1%）

■　とくしまジョブステーションに相談のあった
　　求職者の就職率：40.0%（35.1%）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

●企業の採用スケジュールに応じて企業面接会を開催
し、早い時期に企業と学生が出会える機会を設けるとと
もに、企業説明会や企業研究セミナー等のイベントをあ
わせて開催することで、若者と企業のマッチングを推進
し、若者の県内企業への就職を促進します。
　また、徳島版ハローワークを新たに設置し、本県の強
みである製造業を中心として、技術者・技能者等の人材
確保を図ります。
　さらに、若年無業者（ニート）等の就業を促進するた
め、「地域若者サポートステーション」において、専門
家による個別相談等を実施するとともに、国の事業と連
携した進路決定者向けのフォローアップなどを行うほ
か、ひきこもり支援機関やハローワーク等の各関係機関
と連携し、ネットワークを活用した支援を行います。
＜商工＞

●企業の採用スケジュールに応じて企業面接会を開催
し、早い時期に企業と学生が出会える機会を設けるとと
もに、企業説明会や企業研究セミナー等のイベントをあ
わせて開催することで、若者と企業のマッチングを推進
し、若者の県内企業への就職を促進します。
　また、「ジョブナビとくしま」のメルマガ会員を増や
すことにより、県内企業の情報を広く発信します。
　さらに、若年無業者（ニート）等の就業を促進するた
め、「地域若者サポートステーション」において、専門
家による個別相談等を実施するとともに、国の事業と連
携した進路決定者向けのフォローアップなどを行うほ
か、ひきこもり支援機関やハローワーク等の各関係機関
と連携し、ネットワークを活用した支援を行います。
＜商工＞

　県内企業への就職を促進するためには、県外在住者
に対する情報発信が重要であることから修正する。

●雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくし
まジョブステーション」等について、併設ハローワーク
との連携を更に強化し、取組内容を積極的にＰＲすると
ともに、セミナーや職業相談によるきめ細やかな相談対
応、企業情報や就職関連情報の発信に努め、若年者、中
高年齢者、ＵＩＪターン希望者等を中心とした大都市圏
からの就業を促進します。
　また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地
域金融機関や民間人材サービス事業者等との連携を図
り、企業のニーズに応じた優秀な人材の確保に努めま
す。＜商工＞

○とくしまジョブステーションを活用した就職率
　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

○とくしまジョブステーションに相談のあった
　求職者の就職率
　　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

　これまで就職率の算定にあたり、電話相談者や直接
訪問による相談者のみならず、求職データを閲覧した
のみの方も算定対象とするなど、算定基準が不明確で
あったため、見直しを行うものである。

商工

■　若年者企業面接会等の参加者における
　　就職内定率：27.0%（ー）

部局

－ 15 －



【基本目標３】　結婚・出産・子育ての環境づくり 　 　

 
（ウ）仕事と子育てが両立する働き方の実現

　②子育てしやすい職場環境づくり
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

41 3-ｳ-2 P21

1-3-3
(1-4-
3)

推進 →

新規
３

施設
６

施設

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

　少子高齢化が進む本県においては、労働力不足への
対応が喫緊の課題である。そこで、企業や従業員から
評価の高い「企業主導型保育施設(事業所内保育所）」
について、「施設設置アドバイザー」による普及啓
発、相談・対応体制の充実を図り、施設設置の促進に
よる多様な人材が参画できる環境づくりを行う。

商工

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

○施設設置アドバイザー活用による企業主導型保育
施設設置数（累計）
　　　㉕－→㉛６施設

■　施設設置アドバイザー活用による企業主導型
    保育施設設置数（累計）：６施設（ー）

●県内企業における労働力確保、仕事と子育ての両立支
援のため、施設設置アドバイザーのきめ細かな支援によ
る「企業主導型保育施設（事業所内保育所）」の設置促
進を図ります。＜商工＞

－ 16 －



【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり 　 　

 
（ア）課題解決先進地域づくりの加速

　①市町村の課題解決支援
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

42 4-ｱ-1 P22

1-1-1 P70 推進 → → → →

9事例 24事例 41事例 50事例 59事例 9事例 24事例 41事例 60事例 69事例

政策

○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　㉕－→㉛５９事例

○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛６９事例

■　地方創生につながる取組みの
　　創出事例数（５か年の累計）：59事例（ー）

■　地方創生につながる取組みの
　　創出事例数（５か年の累計）：69事例（ー）

●「vs東京『とくしま回帰』総合戦略」及び市町村が策
定する「総合戦略」の効果的展開を図るため、市町村や
民間、あるいは両者が連携・協働して実施する、地域の
課題解決に向けた先導的な取組みを支援し、「徳島なら
ではの地方創生モデル」として全国へ発信します。
＜政策＞

　平成29年度の実績が目標数値を大きく上回る見込み
のため，事例数を上方修正する。

部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

－ 17 －



【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり 　 　

 
（イ）多様な人材が輝く地域づくりの加速

　①女性の活躍を加速
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

43 4-ｲ-1 P23

5-2-1 P166 推進 → → → → 推進 → → → →

40% 50% 50% 60% 70% 40% 50% 50% 80% 80%

　②元気な高齢者が活躍する「生涯現役社会」の実現
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

44 4-ｲ-2 P24

5-1-1 P162 推進 → →

30人 60人 90人 30人 80人 130人

　元気高齢者の活躍促進と不足が見込まれる介護人材
の確保を、より一層推進していくため、「介護助手」
の雇用者数の目標値を上方修正する。

○モデル事業による「介護助手」の雇用者数（累
計）
　　㉕－→㉛９０人

○モデル事業による「介護助手」の雇用者数（累
計）
　　　㉕－→㉛１３０人

■　「徳島県版『介護助手』制度」モデル事業による
　　「介護助手」の雇用者数（累計）：90人（ー）

■　「徳島県版『介護助手』制度」モデル事業による
　　「介護助手」の雇用者数（累計）：130人（ー）

●高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図る
ため、現役職員と元気高齢者が業務をシェアする「徳島
県版『介護助手』制度」の普及・定着を図ります。
＜保健＞ 保健

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会や
セミナーを開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同
参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍
推進フォーラム」開催による機運の高まりを持続させ、
さらに女性活躍推進加速化を図るため、新たな企画を取
り入れるなど「役立つ学び場」として「輝く女性応援
フェスティバル」を開催するとともに、女性活躍のため
の「推進計画」を策定します。＜県民＞

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会や
セミナーを開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同
参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍
推進フォーラム」開催による機運の高まりを持続させ、
さらに女性活躍推進加速化を図るため、新たな企画を取
り入れるなど「役立つ学び場」として「ともに輝くフェ
スティバル」を開催するとともに、女性活躍や次世代を
担う人材の育成に取り組みます。＜県民＞

・「『ときわプラザ（男女共同参画交流センター）』
利用者数」、「イベント参加者・講座受講者の企画内
容満足度（アンケート調査結果）」及び「イベント・
講座による実践的活動への参加意欲向上度（アンケー
ト調査結果）」については、平成30年度の目標値を既
に達成しており、更に県民に親しまれるときわプラザ
を目指し、これらの目標値を上方修正する。

・女性活躍推進の加速化に向けては、男性を含めた社
会全体の意識変革が不可欠であり、この観点から
「フェスティバル」についても、男性を含めより幅広
く参加・浸透を図るため、県男女共同参画基本計画に
掲げた「ともに輝く」という名称を採用することとす
る。

・女性活躍推進を一層加速化させるため、これまでの
啓発に加え、政策・方針決定過程への女性・若者の参
画の拡大などに向けた実践的な講座や研修を通して、
次代を担う人材の育成を推進することにより「質の向
上」と「裾野拡大」を図ることとする。

県民

○イベント・講座による実践的活動への
　参加意欲向上度（アンケート調査結果）
　　㉕－→㉛７０％

○イベント・講座による実践的活動への
　参加意欲向上度（アンケート調査結果）
　　㉕－→㉚８０％

■「女性活躍パワーアップ作戦」イベント参加者・講座
　による実践的活動への参加意欲向上度：70％（ー）

■「女性活躍パワーアップ作戦」イベント・講座
　による実践的活動への参加意欲向上度：80％（ー）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

－ 18 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

　③若者の自己実現を応援
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

45 4-ｲ-3 P25

46 4-ｲ-3 P25

47 4-ｲ-3 P25

6-1-1 P186 推進 → → → → 推進 → → → →

190人 230人 270人 300人 320人

90人 100人 110人 120人 130人

220人 310人 400人 490人 580人

48 4-ｲ-3 P25

6-4-2
(7-4-
2)

P197 推進 → → → → 推進 → → → →

17団体・
個人

18団体・
個人

20団体・
個人

22団体・
個人

22団体・
個人

49 4-ｲ-3 P25

4-4-1 P156 推進 → → → →

新規 35人 40人 45人 50人 65人

■　「３０歳未満」の狩猟免許取得者数の増加
　　（累計）：65人（23人）

○「３０歳未満」の狩猟免許取得者数の増加
  （累計）
  　　㉕２３人→㉛６５人

●狩猟者の減少と高齢化が進む地域社会において、暮ら
しや農林業に深刻な被害を及ぼす野生鳥獣の個体数管理
を推進するため、「とくしまハンティングスクール」の
開講等により、若手ハンターなど次世代の狩猟人材の育
成確保を図ります。＜危機＞

　新たに狩猟の魅力をPRする「とくしまハンティング
スクール」を開講して，次世代の狩猟者確保と，野生
鳥獣の捕獲体制の維持を図る。

危機

●有力選手を特定の高校へ集め、指導体制を整備すると
ともに、中学校、高校及び各競技団体等関係機関の三者
間での連携強化を進めるなど、競技力向上のための基盤
強化を図ります。また、早い段階での有力選手の発掘・
育成を進めるため、活躍が期待できる競技を選考した上
で中学校段階での指導体制強化を図ります。＜教育＞

●有力選手を特定の高校へ集め、指導体制を整備すると
ともに、指導者を招聘しての選手への講習会や県内指導
者に対しての研修会等を、中学校、高校及び各競技団体
等関係機関の三者間で連携しながら実施するなど、競技
力向上のための基盤強化を図ります。また、早い段階で
の有力選手の発掘・育成を進めるため、活躍が期待でき
る競技を選考した上で中学校段階での指導体制強化を図
ります。＜教育＞

　競技種目毎の最新トレーニング理論やクールダウン
の方法、練習スケジュールの作成など、科学的理論に
基づいた練習法を取り入れるなどし、競技力向上を図
る。

教育

○全国高等学校総合体育大会の
　入賞（団体・個人）数
　　㉕１１団体・個人→㉚２２団体・個人

●国際性豊かな児童生徒を育むため、日本人としてのア
イデンティティの確立や英語教育の充実を図るととも
に、海外留学の支援や、欧米諸国、アジア諸国等との学
校間交流促進や教育旅行受入の拡充により、異文化理解
やコミュニケーション能力の育成などを推進します。
また、平成30年度から小学校英語教育の早期化・教科化
が段階的に先行実施されることを踏まえ、授業で活用で
きる本県の特色を活かした「ふるさと教材」デジタルコ
ンテンツを活用し、児童の英語によるコミュニケーショ
ン能力の育成などを推進します。＜教育＞

■　全国高等学校総合体育大会の入賞（団体・個人）
　　数：22団体・個人（11団体・個人）

教育

○中学生の留学、英語体験宿泊活動の年間
　参加者数
　　㉕４２人→㉛１３０人

○「ＡＬＴと徳島を学ぶデイキャンプ」
　の小学生参加者数（累計）
　　㉕６９人→㉛５８０人

○高校生の留学（疑似留学体験、海外語学研修
　を含む）者数
　　㉕１０６人→㉛３２０人

■　高校生の留学（擬似留学体験、海外語学研修を
　　含む）者数：320人（106人）

■　中学生の留学、英語体験宿泊活動の
　　年間参加者数：130人（42人）

　国の「小学校及び中学校の学習指導要領等に関する
移行措置並びに移行期間中における学習指導等につい
て」（平成２９年７月７日通知）を踏まえ，平成29年
度作成・配布の「ふるさと教材」デジタルコンテンツ
を活用し，「徳島ならでは」の英語教育の推進を図
る。

■　「ＡＬＴと徳島を学ぶデイキャンプ」の
　　小学生参加者数（５か年の累計）：580人（69人）

●国際性豊かな児童生徒を育むため、日本人としてのア
イデンティティの確立や英語教育の充実を図るととも
に、海外留学の支援や、欧米諸国、アジア諸国等との交
流促進により、異文化理解やコミュニケーション能力の
育成などを推進します。
また、小学校英語教育の早期化・教科化を踏まえ、授業
で活用できるデジタルコンテンツを作成・配布し、児童
の英語によるコミュニケーション能力の育成などを推進
します。＜教育＞

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

－ 19 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

　④障がい者が支える社会へ
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

50 4-ｲ-4 P26

5-3-1 P168 推進 → → → → 推進 → → → →

1.92% 1.95% 2.10% 2.20% 2.20%

51 4-ｲ-4 P26

5-3-1 P168 推進 → → → →

3地域 4地域 5地域 6地域 6地域 11市町村 12市町村

52 4-ｲ-4 P26

5-3-1 P169 促進 → → → → 促進 → → → →

10人 10人 10人 10人 10人 10人 10人 10人 20人 20人
○「チャレンジドファーム」における
　障がい者就労者数
　　㉕－→㉗～㉛年間１０人以上

 ○「チャレンジドファーム」における障がい者
　就労者数
　㉕－→㉗～㉙年間１０人以上、
　　　　㉚～㉛年間２０人以上

■　「チャレンジドファーム」における
　　障がい者就労者数：10人（ー）

■　「チャレンジドファーム」における
　　障がい者就労者数：20人（ー）

○実施地域数
　　㉕１地域→㉚６地域

○実施市町村数
　　㉕－→㉛１２市町村

保健

商工

○民間企業の障がい者雇用率
　　㉕１．７８％→㉚２．２０％

西部

■　障がい者が繋ぐ地域の暮らし
　　“ほっとかない”事業：６地域（１地域）

■　障がい者が繋ぐ地域の暮らし
　　“ほっとかない”事業：12市町村（ー）

●障がい者が高齢者に対し、日用品等の移動販売や見守
り活動を行うことにより、働く意欲と特性に応じ活躍で
きる場を創出し、地域に貢献する活動の推進を図りま
す。＜保健＞

　当該目標については、障がい保健福祉圏域等に鑑
み、地域を設定しているが、県民の皆様に福祉圏域で
は、実際、販売や見守りを行っている箇所がわかりに
くいため、地域数を市町村数としてカウントすること
で、実施箇所がよりわかりやすくする。

■　民間企業の障がい者雇用率：2.20％以上（1.78％）

●「徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例」や
「とくしま障がい者雇用促進行動計画(第4期）」に基づ
き、教育・福祉などの関係機関はもとより、企業や業界
団体との協働による「障がい者雇用」の推進や、職場訓
練や就業生活支援などの「職場定着」に向けた取組を充
実することにより、全国トップクラスの障がい者雇用の
促進をめざします。＜商工＞

●「徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例」や
「とくしま障がい者雇用促進行動計画(第4期）」に基づ
き、教育・福祉などの関係機関はもとより、企業や業界
団体との協働による「障がい者雇用」の推進や、職場訓
練や就業生活支援などの「職場定着」に向けた取組を充
実します。具体的には、雇用に関して不安や課題を持つ
企業に対し、関係機関、企業及び業界団体との緊密な連
携体制による、きめ細かな支援を行うことにより、全国
トップクラスの障がい者雇用の促進をめざします。
＜商工＞

　障がい者の法定雇用率が段階的に見直されるととも
に、平成30年度から「精神障がい者」が法定雇用率に
算入されるにあたり、県内企業に対して、これまで以
上の啓発や支援が必要なため。

●県西部圏域において、地元企業等と連携して障がい者
が農作物の作付けを行う「チャレンジドファーム」を開
設し、農業分野における障がい者の就労を促進します。
＜西部＞

●県西部圏域において、地元企業等と連携して障がい者
が農作物の作付けを行う「チャレンジドファーム」の実
践・拡大を図り、農業分野における障がい者の就労を促
進します。＜西部＞

　「にし阿波型チャレンジドファーム拡大事業」によ
り，農業に取り組む障がい者施設の掘り起こし等，障
がい者の農業就労を更に促進させる。

部局
（改善見直し案）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

－ 20 －



【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり 　 　

 
（ウ）時代に合ったふるさとづくりの加速

　④誇りと愛着を育むふるさとづくり
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

53 4-ｳ-4 P29

5-5-3 P184 推進 → → → 推進 → → →

３件 ４件 ５件

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

部局

■　「企業版ふるさと納税」に係る
　　地域再生計画認定件数（累計）：５件（ー）

●徳島県にゆかりのある企業等から「徳島の応援団」と
して積極的に寄附を行っていただき、地方創生に資する
事業を官民協働で取り組むとともに、県外企業とのつな
がりを強化し、企業の地方移転につなげるため、「企業
版ふるさと納税」を推進します。
＜危機、政策、農林、西部＞

●徳島県にゆかりのある企業等から「徳島の応援団」と
して積極的に寄附を行っていただき、地方創生に資する
事業を官民協働で取り組むとともに、県外企業とのつな
がりを強化し、企業の地方移転につなげるため、「企業
版ふるさと納税」を推進します。
＜危機、政策、商工、農林、西部＞

○「企業版ふるさと納税」に係る地域再生計画
　認定件数（累計）　㉕－→㉚５件

危機
政策
商工
農林
西部

－ 21 －



【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり 　 　

 
（エ）安心して暮らせる地域づくりの加速

　①健康で心豊かな暮らしの充実
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

54 4-ｴ-1 P30

5-4-3 P174 推進 → → → → 推進 → → → →

70.6 68.8 67.1 65.3 63.5

　②くらし安心の実現
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

55 4-ｴ-2 P31

3-5-1 P140 推進 → → → →

230人 1,000人 1,100人 1,200人 1,250人 230人 1,000人 1,100人
1,900
人

2,050
人

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

■　食品表示責任者等講習受講者数（累計）：
　　1,250人（ー）

■　食品表示責任者等講習受講者数（累計）：
　　2,050人（ー）

●食品関係事業者の食品表示責任者等に表示関連法令の
啓発指導を行い、事業所における食品表示リーダーの養
成を推進します。＜危機＞ 　食品表示責任者養成研修の受講者は、県央部に加え

県南、県西部での開催などにより増加している。今
後、事業所における食品表示リーダーの更なる要請を
推進するため、目標数値を上方修正する。

危機

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　㉕－→㉛１,２５０人

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　㉕－→㉛２,０５０人

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）
　　㉕７６．６（全国８０．１　15位）
　　→㉛６３．５

■　がんの75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）：
　　減少（76.6）

●「がん診療連携拠点病院」等の空白医療圏をなくすた
め、国指定がん治療連携拠点病院等がある２次医療圏域
を増やすことにより、がん診療体制の整備の充実を図る
とともに、地域連携クリティカルパスの推進等により、
身近な地域で本人の意向を尊重した「がん治療」が受け
られる環境づくりを進めるとともに、がん検診の受診率
の向上による死亡者の減少と治療の初期段階からの緩和
ケアの実施によるがん患者及びその家族の療養生活の質
の維持向上を図ります。＜保健＞

●「がん診療連携拠点病院」等の空白医療圏をなくすた
め、国指定がん治療連携拠点病院等がある２次医療圏域
を増やすことにより、がん診療体制の整備の充実を図る
とともに、地域連携クリティカルパスの推進等により、
身近な地域で本人の意向を尊重した「がん治療」が受け
られる環境づくりを進めるとともに、働き盛り世代を中
心としたがん検診の受診率の向上による死亡者の減少と
治療の初期段階からの緩和ケアの実施によるがん患者及
びその家族の療養生活の質の維持向上を図ります。
＜保健＞

　がんの７５歳未満年齢調整死亡率については、県の
目標値には達していないが、国の目標値である73.9は
達成し、全国でも死亡率の低い方から１１位、特に女
性は３位であるが、今後も引き続き、がん検診受診を
促進するとともに、がん予防となる生活習慣を改善
し、死亡率の低下を図る。
　具体的には、がん検診受診率を向上を図るため、
「徳島県がん検診受診促進事業所」による社員や顧客
等への啓発、県内商業施設での啓発活動や乳がんの無
料検診の実施、ケンチョピアにおけるピンクリボン運
動の推進、小・中・高のがん教育の出前講座での児
童・生徒による家族に宛てたがん検診促進のメッセー
ジカード作成等の普及啓発を行うとともに、協会けん
ぽとの連携による特定検診の同時実施を推奨する。ま
た、子宮がん検診、乳がん検診、胃がん検診の胃内視
鏡検診を全国に先駆け広域化の体制を整備しており、
受診者の利便性の向上を引き続き図っていく。また、
がん検診の実施主体である市町村へ個別の受診勧奨・
再勧奨について，国の補助事業の積極的な活用を推奨
するなど、今後は、より一層、市町村、関係団体、民
間企業等との連携を図り、がん検診の受診率の向上に
積極的に取り組む。

保健

－ 22 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

56 4-ｴ-2 P31

3-5-1 P140

新規 5件 10件 22件 22件

57
1-ｲ-2
4-ｴ-2

P3
P31

58
1-ｲ-2
4-ｴ-2

P3
P31

3-5-3 P140 推進 → → → 推進 → → → →

24市町村

新規 30団体 40団体

　③地域防災力の向上
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

59 4-ｴ-3 P32

3-4-1 P137
環境
整備

推進 → → →

75
グループ

1,050
グループ

1,100
グループ

1,150
グループ

1,200
グループ

75
グループ

1,050
グループ

1,100
グループ

1,200
グループ

1,250
グループ

危機

○徳島県ＨＡＣＣＰ認証施設数（累計）
　　　㉕－→㉛２２件

■　徳島県ＨＡＣＣＰ認証施設数（累計）：22件（ー）

●食品衛生管理の国際基準である｢HACCP｣の県下と畜
場、食鳥処理場をはじめとする食品関係営業施設への導
入を支援するとともに、基準適合施設について｢徳島県
食の安全安心推進条例｣に規定された｢徳島版HACCP認証
制度｣に基づき認証を推進することにより、阿波牛や阿
波尾鶏など県産食品の安全・安心ブランドを確立し、国
内競争力の強化と輸出促進を図る。

県産食品の安全・安心ブランドを確立し、国内競争力
の強化と輸出促進を図るため、徳島県衛生管理認証
（徳島県ＨＡＣＣＰ認証）施設の拡大を目指し、目標
数値を設定する。
（挙県「寺井委員」：もうかる農業の実現に向け、高
品質・高価格な「とくしまブランド」を確立し、飛び
抜けた存在に！）

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●関係機関間の災害情報を一元的に集約・活用するた
め、ＧＩＳ（地理情報システム）を利用した「災害時情
報共有システム」を基に、「地域ＳＮＳ」等により被災
状況や避難所における被災者ニーズを把握・共有するな
ど、医療関係者や災害対応に携わる関係者のための支援
基盤構築に向けた「戦略的災害医療“Ｇ空間”プロジェ
クト」を推進します。＜危機＞

　登録ユーザー同士がグループを作成し、日常的なや
り取りから災害時の周辺情報まで様々な情報を共有で
きる「すだちくんＳＮＳ」については、登録数が顕著
に増加している。災害時における安否確認等の活用を
図る上で、さらに普及に努める。

危機

○地域SNS登録数（累計）
　　㉕－→㉛１，２００グループ

○地域SNS登録数（累計）
　　　㉕－→㉛１，２５０グループ

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

■　「地域ＳＮＳ」登録グループ数：
　　1,200グループ（ー）

■　「地域ＳＮＳ」登録グループ数：
　　1,250グループ（ー）

○とくしま「消費者教育人材バンク」登録実施
　団体数
　　㉕－→㉛４０団体

危機

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■　「消費生活センター」設置市町村数：
　　２４市町村（９市町）

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費
者教育の拠点としての機能強化を図ります。さらに、消
費者が身近な市町村窓口において、気軽に相談できるよ
うにするため、市町村の消費生活相談体制の支援を推進
します。＜危機＞

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費
者教育の拠点としての機能強化を図ります。さらに、消
費者が身近な市町村窓口において、気軽に相談できるよ
うにするため、市町村の消費生活相談体制の支援を推進
するとともに、ライフステージに応じ、消費者として必
要な知識が体得できるよう、消費者教育の充実を図りま
す。＜危機＞

　県政運営評価戦略会議において、「消費者庁誘致の
関連施策は、特に他の都道府県との比較を意識して、
『徳島は、はるかに進んでいる』と言われる目標を掲
げて、しっかり取り組んで欲しい」とのご意見をいた
だいているが、消費者庁等の「消費者行政新未来創造
オフィス」開設に合わせて設立した「とくしま『消費
者教育人材バンク』」は、学校や地域の要望に応じ、
分野毎に専門講師を派遣する全国に先駆けた取り組み
であり、これを加速させ、更なる消費者教育の充実を
図るため数値目標を設定する。

○「消費生活センター」設置市町村数
　　㉕９市町村→㉙２４市町村

■　とくしま「消費者教育人材バンク」登録実施
　　団体数：40団体（ー）

－ 23 －



「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」【アクションプラン編】改善見直し一覧

　④徳島発！「脱炭素社会」づくりの推進
総合戦略の

み
総合戦略の

み

位置づ
け

該当頁
位置づ

け
該当頁 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

60 4-ｴ-4 P33

4-2-2 P148 推進 → → → → 推進 → → → →

6件 9件 12件

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

県民

○県内行事等におけるカーボン・オフセットの啓発
活動の実施数（累計）
    ㉕－→㉛12件

■　県内行事等におけるカーボン・オフセットの
　　啓発活動の実施数（累計）：12件（ー）

●カーボン・オフセットの推進に向け、産学民官が協働
し商品開発やＰＲなどを通じ、制度の普及啓発を進めま
す。＜県民＞

●カーボン・オフセットの推進に向け、産学民官が協働
し商品開発やＰＲなどを通じ、制度の普及啓発を進める
とともに、地域コミュニティにおける省エネ活動の実施
による二酸化炭素削減量をクレジット化する モデル事業
を実施します。＜県民＞

　カーボン・オフセットのさらなる推進を図るため、
地域コミュニティによる二酸化炭素削減量をクレジッ
ト化し、当該クレジットを企業等が購入するモデル事
業を実施する。

－ 24 －


